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１．はじめに
近年EUでは、教科教育と言語教育の統合的学習
（Content and Language Integrated Learning, 以降
CLIL）が注目されている。例えばフィンランドの基礎
学校??では３年生から英語を必修科目としているが、
学校によれば１年生から英語を媒介としたCLILを導
入している学校もある。特にユバスキュラー大学等で
は学校教員養成課程において、CLIL教育が提供でき
る教員養成のためのプログラムを設けている。
では一体、フィンランドにおけるCLILの教育実践
とはどのようなものだろうか。日本の児童・生徒と同
様に、外国語として英語を学ぶフィンランドの児童・
生徒、あるいは教員や保護者はCLILという教育アプ
ローチを歓迎しているのだろうか。また一見革新的な
教育方法として捉えられるCLILの教育アプローチを
具現化するために、どのようなカリキュラムが提供さ
れているのだろうか。
フィンランドでは英語は外国語として学習されてお
り、基本的には基礎学校の３年生で英語の学習が必修
科目となる。英語教育開始学年という部分においての
み比較した場合、初等学校３年という学習開始学年は、
韓国、中国、台湾といった東アジアの小学校英語教育
制度と相違はない。
東アジア諸国の中でも特に英語教育熱が高く、2001
年から小学校英語教育を導入した韓国でも、英語教育
指導法においては、多くの課題を抱えているようであ
る。例えば、国の施策として、英語の授業は英語で行
うという、オール・イングリッシュを目指した小学校
英語教育の推進を試みたが、教員の英語能力と指導力
は、国の施策に伴わないことが明確となった。そこで
現在では、母語を有効に活用した英語教育へと指導法
を修正しつつある（岡・金森 2009）。従って、英語を
媒介語として教科指導を行うCLILは現段階において
韓国の小学校英語教育においででさえも容易に受け入
れられない教育アプローチだと言えよう。
では、日本の場合はどうだろうか。2011年の新学習
指導要領において、小学校では「外国語活動（英語活
動）」が導入されることになった。しかしながら、教科
教育という扱いではないため、検定教科書が配布され
るわけではなく、また学習到達度等の明確な評価は求
められていない。さらに、小学校教員にとっては新た
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な取り組みであるため、現在どのような題材や言語事
項を扱い、どのような指導法を活用することが小学生
に効果的であるのかが検討されている。
しかしながら一方で、新学習指導要領の第３「指導
計画の作成と内容の取り扱い」において、「指導内容や
活動については、児童の興味・関心にあったものとし、
国語科、音楽科、図画工作科などの他教科で児童が学
習したことを活用するなどの工夫により、指導の効果
を高めるようにすること」とある。教科教育で学んだ
ことを英語活動で活用する、つまりクロス・カリキュ
ラム、あるいはCLIL に近い英語指導が小学校外国語
活動で求められていると言える。これは、コミュニケー
ション教育として英語活動を捉えた場合、「理想的」に
思える。しかし、担当する小学校教員にとっては戸惑
いが大きいことは否定できない。
外国語活動においては、ALT（Assistant Language
 
Teachers）や地域人材から指導援助を得ることが可能
である。しかしながら、全ての外国語活動の時間を
ALTや地域人材に任せられるわけではない。また彼
らが CLILに近い英語指導法が実践できるかは疑問
が残る。さらに、地域によっては財政上の理由から英
語指導ができる人材確保において十分な手立てが得ら
れない学校も多い。そうなると小学校で英語を学んだ
経験がない、あるいは英語は嫌いではないが、教える
自信がないといった不安を抱く教員の悩みはより一層
深刻なものになっていくだろう（渡部・園田 2008）。
このような日本の学校現場の現状を鑑み、外国語と
しての英語を媒介語としたCLILのカリキュラム研究
や実践研究を行うことは、新学習指導要領を教育現場
で具現化するための参考になると考えた。
２．本研究の目的と研究の手法
そこで本研究は、EFL（English as a Foreign Lan-
guage）の教授法として注目されているCLILが、実際
にどのような教育アプローチであり、フィンランドで
は、どのように実践されているのかを明らかにするこ
とを目的としている。
研究調査対象国をフィンランドとしたのは、PISA
とTOEFLで国際的に高い教育水準を示しているこ
と、そして報告者自身がこれまでフィンランドの小学
校英語教育について調査に取り組んでおり（渡部
2009a、2009ｂ）、そこからヨーロッパにおけるCLIL
の広がりを学んだだという背景による。
そこで本研究においては、基礎研究として文献調査、
フィンランドでの研究者・教育関係者への聞き取り調
査、CLIL実践校での授業観察を行い、研究を進めてい
くことにした。
本稿では、まずCLILについてその理論的枠組みを
整理し、最近の研究成果や研究の動向を紹介する。次
に、フィンランドの言語教育政策やその取り組みの現
状について、CLILの教育実践も合わせて概観する。
さらに、フィンランドのユバスキュラーにおける
CLIL実践校での授業観察と教員への聞き取り調査の
報告とそこから得られた考察をまとめる。本報告書で
は、CLILのカリキュラムについて、指導者、指導科目、
指導法、教材、評価という観点からまとめていく。
３．CLILについて
まず本節では、歴史的な見地から、また多文化共生
という見地から、バイリンガル教育とCLILの比較を
行う。その後CLILの教育理念、教育成果に関する研究
についてまとめていくことにする。
3．1 バイリンガル教育の歴史
Mehisto,P.,Marsh,D.and Frigols,M.J.（2008）
によると、CLILという用語は1994年にヨーロッパで
造られた用語であり、実際にはかなり以前から教育実
践が行われてきたとしている。
歴史を紐解けば、5000年前に現在のイラクにおいて、
アッカド人がシュメールを統合し、支配した際に、シュ
メール語を媒介語として神学、植物学、動物学等の教
育を受けたとして知られている。また、歴史的にラテ
ン語がヨーロッパの大学における教授言語として使用
されていたことが例として挙げられる。
近年においては、1965年にカナダのケベック州にお
ける言語イマージョン・プログラムの提供が始まった。
そしてこのカナダのイマージョン・プログラムはヨー
ロッパにおけるCLILに多大な影響を与えることに
なった。ケベック州はフランス語を母語とするカナダ
人中心の州である。そのため、英語を母語とする子ど
も達がフランス語を話せないということで将来不利益
を被らないようにと保護者が教育委員会に働きかけて
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開始されたプログラムである。このプログラムは英語
を母語とする子ども達がフランス語だけで教科教育を
学ぶことを可能とするものであった。イマージョン・
プログラムは高い教育効果をもたらしたとし、カナダ
から世界中に広まっていった。つまり、カナダのイマー
ジョン・プログラムが、その後のバイリンガル教育や
関連する研究へ多大な影響を与えたことは疑う余地が
ない。例えばCummins,J.（1988）は、イマージョン
教育が成功した場合は、言語能力だけではなく、知的
レベルも高くなるという研究報告を行っている。しか
しながら、公教育という視点から捉えてみると、知的
レベルがもともと低い児童がイマージョン教育を受け
た場合、知的レベルの向上どころか言語能力の保障す
ら難しくなる可能性も念頭に置かなければならないだ
ろう。
一方、Mehisto,P.et.al.（2008）によると、ヨーロッ
パでは1990年代半ばからのグローバリゼーションにお
いて、初等教育から高等教育のレベルを通して言語的
な受容が高まっていったと指摘している。さらに、Ｙ
世代（1982年から2001年の間に生まれた者を指す）は
「使用するときに学び、学ぶときに使用する」といっ
た「即時性」を強調し、2001年以降に生まれた「サイ
バー世代」は、早い時期からテクノロジーと外国語が
統合された環境から影響を受けているとしている。つ
まり、世界中の学校教育現場においてCLILはＹ世代、
サイバー世代の学習ニーズに応えるためにもたらされ
た革新的な教育方法であると捉えている。では一体
CLILとはどのような理念に基づいて提唱され、カナ
ダのイマージョン教育とどのように異なるのだろう
か。
3．2 ヨーロッパにおける CLILの理念
LINGUA（2008）によると、CLILの最初の定義は
「教科教育を中心とした学習に言語学習を統合させ
て、二言語使用に焦点を当てた教育的アプローチ」と
されている。しかし現在では、ヨーロッパにおいて他
の定義や用語が用いられている。それはEU加盟国間
において、言語教育政策、言語環境、言語学習感等は
多様であるということが影響していると考えられる。
CLIL-Compendium??は、CLILの方向性や可能性に
ついて次のように示している。
１）文化的側面
Ａ．異文化に関する知識や理解を構築する。
Ｂ．異文化コミュニケーション能力を高める。
Ｃ．特定の近接した国や地域、また少数民族につ
いて学ぶ。
Ｄ．より広い文化的内容について紹介する。
２）環境的側面
Ａ．国際化、特にEU統合に備えた準備をする。
Ｂ．国際的な資格認定書を取得する。
Ｃ．学校での学習経験を豊かにする。
３）言語的側面
Ａ．学習目標言語能力を全体的に高める。
Ｂ．口頭表現能力を高める。
Ｃ．母語と学習目標言語の両者に対する気づきを
深める。
Ｄ．複合言語に対する興味・関心を高める。
Ｅ．学習目標言語を紹介する。
４）内容的側面
Ａ．異なる視点から教科内容を学ぶ機会を与え
る。
Ｂ．教科特有の専門用語に接する機会を持つ。
Ｃ．将来に向けた学習、あるいは社会生活への準
備を行う。
５）学習的側面
Ａ．個人の学習ストラテジーを補う。
Ｂ．教室における教育実践の方法や形式を多様な
ものとする。
Ｃ．学習者の学習動機を高める。
１）から５）の側面を概観する限りにおいては、CLIL
が目指すものは、国際化（主としてEU統合）に対応
するための手段として、「使う手段」「考える手段」を
獲得するための外国語教育の提供であり、言語学習を
多文化共生教育、言い換えればヨーロッパ市民教育の
一環として位置づけていると言えよう。
3．3 CLILの教育効果に関する研究
CLILの歴史はまだ浅く、ヨーロッパ市民教育の観
点からどのような教育効果、あるいは成果がもたらさ
れたかということを論じるのは次期尚早と言えよう。
一方で、言語教育の観点からの研究は、少しずつ着
実に進められている。CLILを通した教育が言語能力
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を高められることを示す研究成果もまとめられてい
る。
例えば、受動的能力、語彙、形態、想像力、リスク
-テイキング、流暢さ、量、感情／情緒的な成果が上げ
られている。これに加えて、CLILで学ぶ児童・生徒は、
教科の専門用語や准専門用語といったアカデミックな
語彙を多く学んでおり、それはCLILを経験していな
い英語学習者との語彙量や専門教育へのレディネスの
格差をもたらすだろう。しかしながら、統語、ライティ
ング、口語体／非専門的な言語、発音、語用に関して
は、効果が表れない、あるいは観察できないという結
果が示されている（Dalton-Puffer,C. 2008,pp.5-6）。
特にライティングについては、Dalton-Puffer
（2008）が指摘しているように、外国語を通した教科
内容の理解や語彙量があれば得られるスキルではな
い。与えられたライティングの課題に対して、文法の
正確さや適した形式を用いた文が産出され、結束性や
一貫性が保たれているかが要求される。更に、CLILを
通して学んだ英語及び母語による作文を分析してみる
と両者に共通した課題が見られると言及されている。
CLILを通した教育実践を行う場合は、母語能力の向
上、特にライティング能力を向上させるための教育プ
ログラムを付加する必要があるかもしれない。
しかしながら、CLILが母語能力向上にも寄与する
という研究結果もある。フィンランドの研究者である
Merisuo-Storm, T.（2007）は、基礎学校の児童を対
象者とし、入学時から２年生終了時まで２年間を通し
た児童の言語能力の向上について調査を行った。調査
対象者は、授業の20％は英語を媒介語として教授され
るバイリンガルクラスとフィンランド語のみが教授言
語として使用される通常クラスの児童であった。調査
結果から、バイリンガルクラスの児童の方が通常クラ
スの児童より母語のリテラシー能力が著しく向上した
ことが明らかになった。
Merisuo-Stormの研究では、１年から２年生という
低学年児童を対象者としているため、Dalton-Puffer
が指摘するライティングの評価基準となる一貫性や結
束性については、十分な検証が難しいと言えるよう。
４．フィンランドにおける言語教育について
4．1 言語教育に関する概観
本節ではフィンランドにおける言語教育制度につい
て概観してみたい。フィンランドはフィンランド語と
スウェーデン語を公用語とする二国語国家である。
フィンランドの学習指導要領では、母語に関わらず、
基礎学校の３年生から外国語（ほとんどの児童は英語
を選択する）を必修とし、７年生でフィンランド語を
国語として学んできた児童は公用語であるスウェーデ
ン語を、スウェーデン語を国語として学んできた児童
はフィンランド語を必修科目として学習することに
なっている。フィンランドの人口520万人のうち、ス
ウェーデン語の母語話者は約６％と言われている。ス
ウェーデン統治下600年以上の歴史と、スェーデン語の
地位確立に関する歴史的背景があったとはいえ、鏡味
（1991）が指摘しているように６％の人々のために公
用語がフィンランド語と等しく保障されていることは
驚きである。さらにフィンランド固有の言語サーミ語
については、言語人口が0.03％であるにも関わらず、
憲法で地域的な公用語として認められ??、後述する
フィンランドの学習指導要領にも言語科目に位置づけ
られている。このような国の言語政策こそが、フィン
ランドの言語教育が高い成果を上げていることに繫が
るのではないだろうか。
また、フィンランドの英語教育を世界のトップレベ
ルにしている背景には、EU加盟国が共有している教
育理念や政策も影響を与えているだろう。EUは、多様
性の中の統合（United in Diversity）を基本理念とし
ており、全ての市民が母語に加えて少なくとも二つ以
上の言語を用いてコミュニーションが図れるようにな
ることを目標としている（駐日欧州委員会代表部
2005）。
フィンランドは内国語教育に力を注ぎながら、EU
加盟国として、外国語教育、特に英語教育に力を注い
でいる。では、基礎学校において一体どのような英語
教育が行われているのだろうか。日本の小学校外国語
活動にも学ぶものがあるのではないだろうか。
4．2 基礎学校における外国語教育について
フィンランドでは７歳から15歳までの９年間を義務
教育期間とし、一貫した基礎教育を行っている。外国
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語は基礎科目の一つで、文化を理解し、言語技能を養
う教科であるとされている。３年生から外国語は必修
になるが、学校によっては１年生から導入していると
ころもある。
フィンランドでは、2004年に改訂されたNational
 
Core Curriculum for Basic Education 2004??が日本
の学習指導要領にあたる。これは国家教育委員会に
よって作成され、それに基づき各学校が独自に授業実
践を行っている。この学習指導要領によると、基礎学
校１年生から外国語学習は認められている。基礎学校
３年次には外国語学習が必修となり、英語、フランス
語、ドイツ語、ロシア語から一つ選択して学ぶことに
なる。これらはＡ１言語と呼ばれている。ただし、内
国語であるスウェーデン語（フィンランド語母語話者
対象）かフィンランド語（スウェーデン語母語話者対
象）をＡ１言語として学ぶこともできる。実際は90％
程度の児童がＡ１として英語を学習している。とはい
え、フィンランドの基礎学校では、６年次までに選択
科目としてＡ２言語、つまりもう一つの言語を選択し
て学習することが可能であり、７年次からはＢ１言語
として内国語としてスウェーデン語かフィンランド語
が必修となる。さらに選択科目としてＢ２言語の学習
も可能になる。つまり、児童・生徒には言語学習の機
会が様々な段階で設定されているのである。
4．3 学習指導要領における「外国語」の目標と内容
フィンランドの学習指導要領では、「外国語」の項目
が第７章５節にある。学習指導要領には、選択科目と
して１年生から外国語を導入した場合に対応するため
の指導指針が示されているが、ほとんどの学校では外
国語が必修科目となる３年生から「外国語」を導入し
ている。
?１－２年生>
中心となるのは、理解力を養う、繰り返し練習する、
聞いたことに対応する、口頭練習を行うという学習活
動である。書く学習は、あくまで口頭練習に必要だと
判断されれば取り入れることができる。指導は児童の
経験に合う内容とテーマを統合させて行う。また異文
化への基礎的な理解を養うための導入を行う。学習活
動は基本的に機能的且つ活動的なものとする。
目標 児童にとって以下の学習が期待される
・言語とその意味を意識する。
・聞いて理解した単語やフレーズを話したいと感
じる。
・基本的な言語学習能力を習得する。
・言語学習や様々な文化の生活に興味を持つ。
基礎内容
・日常生活、現在の環境・家庭・学校に関する語
彙、表現。
･年齢に適した歌、ナーサリ ・ーライム、ゲーム。
・学習言語の文化や地域に関する基本的かつ一般
的な情報を得る。
?３－６年生>
指導の課題は児童が具体的、個人的、かつ身近な状
況において外国語でのコミュニケーションに慣れるこ
とである。まずはほとんどの学習時間を口頭コミュニ
ケーションに費やし、徐々に書く活動を通したコミュ
ニケーション活動を増やしていく。児童には言語や文
化が異なること、それぞれの言語や文化に等しい価値
があることに気づかせるようにする。また、児童は望
ましい言語学習習慣を発達させていくことが期待され
る。
目標
?言語能力>
・個人的で身近な情報を関連付け、基本的な日常
会話を外国語で行うことを学ぶ。
・日常生活や慣習的な行事に関するスピーチや文
章の概要が理解できるようになる。
・日常生活で必要なこと、経験したこと等につい
て短いメッセージを書くことを学ぶ。
?文化的な技能>
・学習言語の文化を理解し、フィンランドの文化
との類似点や相違点について基本的な理解を得
る。
・目標言語の日常生活における特徴的な文化的作
法を自然な方法で表現することを学ぶ。
?学習方略>
・言語学習。
・１対１や小グループでの言語学習。
・自律学習として、教科書、辞書や情報を得るた
めに様々な道具を活用する能力を使う。
・外国語を発信する際、新しく学習した単語や構
文を使う。
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・言語学習において自分の得意分野と苦手分野を
認識し、客観的に自己の学習評価ができるよう
になる。
（渡部 2009ａを一部修正）
学習指導要領を見ると、「言語能力」や「学習方略」
という領域で到達目標が掲げられている。つまり、外
国語の実践力をつけさせること、そして自律学習へと
導くという教育理念である。つまり、英語の知識や技
能の定着と並列してストラテジー・トレーニングを行
うことで、基礎学校における言語学習を生涯学習へと
繫げることを目的としていると捉えることができる。
さらに「文化」に目を向けてみると、フィンランド
の学習指導要領では「異文化理解」「国際理解」といっ
た用語は用いられていないことがわかる。その代わり
に「文化的な技能（Cultural skills）」という学習目標
の領域が設定されている。渡部（2009a）が指摘してい
るように、文化を技能として捉えることは日本の外国
語活動や中学校英語教育とは方向性が異なる。「学習言
語の文化を理解し、フィンランドの文化との類似点や
相違点について基本的な理解を得る」という目標は、
「自文化・異文化理解」を目標にしているという点で
日本の外国語活動と同じである。しかし、「目標言語の
日常生活における特徴的な文化的作法を自然な方法で
表現することを学ぶ」という目標については、非言語
コミュニケーションや文化特有の表現、言い回しを示
していると考えられる。非言語コミュニケーションや
慣用表現を学ぶという学習内容としては、日本の外国
語活動と相違はない。しかし、フィンランドの外国語
教育では、基礎学校の段階からコミュニケーション能
力の一領域として「文化」を捉えている。日本の新小
学校学習指導要領では、まず外国語の「興味・関心」
を高めるために「文化」を題材にし、いかような角度
からでも外国語活動を実践できるようにした方策を示
している。しかしそれとは異なり、フィンランドでは
「文化」は外国語コミュニケーションに必要な知識で
あるといった教育理念が打ち出されていることがわか
る。
4．4 フィンランドにおける CLIL
では、フィンランドにおけるCLILの現状を見てみ
ることにしよう。1991年のフィンランドの教育法改正
により、フィンランドにおいて外国語を媒介とした教
科教育、つまりCLILを学校教育カリキュラムに組み
込むことが認められることになった。フィンランドに
おける1990年代の英語熱も加わり、主として英語を媒
介語としたCLILを積極的に学校教育に取り入れよう
とする実践が始まった。この動きは、地方教育委員会
や学校長から推進されたわけではなく、学校教員側の
要望から発展していった。保護者の要望から始まった
カナダのイマージョン・プログラムと教員側からの熱
意から始まって発展していったフィンランドのCLIL
との相違である。
また、カナダのイマージョン・プログラムの場合は、
カナダでは英語とフランス語の両言語を公用語として
認定している。ほとんどの州で英語が公用語とされて
いるのに対し、ケベック州においてのみフランス語が
唯一の公用語として定められている。そのため、イマー
ジョン・プログラムが始まる前まで、ケベック州在住
の英語母語話者の児童は高いフランス語能力がなけれ
ば将来的に不利益を被るのではないかといった危惧が
保護者、そして児童自身にもあった。英語母語話者住
民にとって、フランス語は州の公用語であり、外国語
ではない。つまりフランス語は彼らにとって第二言語
である。ケベック州には、フランス語母語話者の学校
教員という人的資源は豊富であるため、イマージョ
ン・プログラムに必要な教育環境の整備については問
題が少なかったであろう。
一方フィンランドの場合、ほとんどのCLIL教員は
フィンランド語を母語とし、外国語として英語を使用
している。CLIL担当教員は英語専科の教員の場合も
あるが、英語専科ではないが英語が流暢でやる気のあ
る教員が担当する場合もある。
もちろん全ての教員がCLILに賛同し、歓迎してい
るわけではない。報告者が2007年に実施したフィンラ
ンドでの現地調査??では、基礎学校４校で英語専科教
員６名に聞き取り調査を行った。しかしいずれの教員
もCLILに対しては否定的な考えを持っているか、興
味がないという回答を得た。その回答から、文法体系
や正確な発音など英語の基礎知識をしっかり定着させ
るため、英語そのものに焦点化した学習の方が児童に
とってはより教育効果が高いといった教員の認識が背
景にあることがわかった。また、CLILの実践が法的に
認可されたとしても、カリキュラムはフィンランドの
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学習指導要領に則したものでなければならない。つま
り外国語としての「英語」科目の授業も提供されなけ
ればならないため、特に基礎学校の英語教員にとって
は、英語の専門家でない教員が英語を通して教科教育
を指導することに抵抗を感じているのではないかと考
えられる。
では次に、フィンランドにおける CLIL実践校の数
や指導教科について見てみよう。Language Teacher
 
Training and Bilingual Education in Finland.（フィ
ンランドにおける語学教員養成とバイリンガル教育）、
Mash,D.,Nikula,T.,Takara, S., Rohiola,U. and
 
Koivisto,T.（1997)??によると、全国4,787の初等学校、
中等学校において、252校がCLILを取り入れていると
報告されている。その内訳は、初等学校は121校、前期
中等学校は58校、後期中等学校（高等学校）73校となっ
ている。次に、どのような科目がCLILを通して指導さ
れているかを以下に示す。初等学校では「環境学」
（64％）、音楽（43％）、数学（40％）の順で、前期中
等学校では、「家庭科」（41％）、「生物学」（38％）、「地
理」（36％）、後期中等学校では、「歴史」（51％）、「地
理」（44％）、「生物学」（25％）の順であった。しかし
ながら、実際は様々な教科教育において幅広くCLIL
が実践されており、実施科目やその割合はそれぞれの
学校におけるカリキュラムや教員の能力及び関心の相
違が反映されていると考えられる。さらに本調査に関
してより新しいデータを含む2005年度版の報告書が
フィンランド語で発行されていることがわかった。次
回の調査では、最新のデータと合わせて分析を深めて
いきたい。
５．CLIL実践校のカリキュラム例とその課題
本調査では、ユバスキュラー市内にあるKorteponh-
ja校の協力を得て、2008年10月22日に校長、教員への
聞き取り調査及びCLILの授業観察を行うことができ
た。本章では、校長やCLIL担当教員の聞き取りや授業
観察を通して得た結果をまとめていく。
5．1 学校の概要
まずKorteponhja校の概要を説明する。2008年10月
の時点で、１年生から６年生、つまり７歳から12歳の
児童の総数は331名、教員数は32名で23名が正規教員、
残り９名が主として特別教育支援を必要とする児童の
補助教員である。１年生から６年生まで各２クラスあ
る。
さらに、通常のクラスとは別に保護者の希望による
英語のイマージョンクラスが、二つある。そのうちの
一つは、１年生から３年生の複式学級、もう一つは４
年生から６年生の複式学級で、それぞれのクラスには
17名の児童が在籍している。この二つのクラスでは、
３名の教員が英語を通してフィンランドの歴史、科学、
音楽などを指導している。また体育や美術のクラスは
フィンランド語を媒介とした通常クラスと一緒に学ぶ
システムとなっている。
Korteponhja校では、10年前からCLILを取り入れ
ており、各学年二クラスのうちＡクラスとＢクラスに
分けており、Ａクラスではできる限りCLILを取り入
れているが、ＢクラスではＡクラスの50～60％程度の
CLILしか導入していない。そのため児童や保護者は
皆Ａクラスに入りたがり、クラス分けが困難になった
ため、６～７年前から１年次にどちらのクラスに所属
するか抽選を行うことになったそうである。
5．2 調査校における CLILのカリキュラム
5．2．1 英語教育との接続と CLILの教科選択
Korteponhja校での英語教育は基礎学校１年生か
ら始まる。１、２年生では、英語の歌を歌ったり、簡
単な表現を学ぶ。この時点においてはライティングに
ついてはまだ導入されていない。３年生から「英語学
習」という方向が形付けられていく。この段階から英
語の読み・書きが導入されていく。
Korteponhja校では、４年生からＡクラスでは
CLILが導入され、ＢクラスではＡクラスの５～60％
程度の割合でCLILが実施されている。４年生では、理
科や体育で取り入れられることが多い。そして６年生
になると数学や宗教学等でもCLILを通した学習が行
われている。特に６Ａの担任はCLILの実践に積極的
であった。聞き取り調査では、どの教科でCLILを取り
入れるかは限定せずに、教科の題材、内容や児童の学
習状況に応じてカリキュラムを調整しているという回
答を得た。
5．2．2 CLIL授業の担当者
もちろん全教員がCLILによる授業を提供できるわ
けではない。教員の専門性やモチベーションによって
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柔軟な授業分担が行われている。英語専科教員が
CLILの授業を行う場合もある。また、２年生の担任が
高学年のCLILの授業を担当し、２年生はその間、他の
教員が技術の授業を行っているという交換授業も行わ
れている。Korteponhja校においては、基本的に上記
２名の教員がCLIL教員として雇用されており、加え
て１名の非常勤英語教員が雇用されていた。非常勤の
教員は、週３日の勤務時間内において、週２日は教科
としての英語を担当し、週１日はCLILを担当してい
る。
正式にCLIL教員の資格を得るには、学校教員の資
格と英語能力の証明が必要となる。実際には、英語能
力の証明はないが、非常に高い英語運用能力を備えた
教員で、CLILの実践に積極的な教員もいる。Korte-
ponhja校にも６年生の担任教員は、英語能力が非常に
高く、CLILを実践していた。しかしながら、６年生の
担任はCLIL教員として正式な認定を受けていないた
めに、１週間に３時間以上のCLILを実践できないと
いう制約に縛られ、不満を感じているようだった。
5．2．3 教材
フィンランドの教育法ではCLILの導入は認められ
ており、導入するか否かの判断は各学校に委ねられて
いる。また指導法もまだ確立されていないため、各担
当者は試行錯誤を繰り返している状況である。特に問
題となっているのは、CLILの教材作成である。
基本的にはCLIL授業に関する教材は教員の自作教
材を使用せざるを得ないのが現状のようであった。或
いは教員が休暇中に英国やアメリカ合衆国等で過ごし
た際に、その国で使用されている教科書を購入したり、
インターネットから得た教材を使用したりしながら対
応しているようであった。しかしながら、例えCLIL実
践校であったとしても、フィンランドの学習指導要領
に準拠した内容の授業を提供しなければならないた
め、英国やアメリカ合衆国で使用されている教科書が
実際に活用できる部分は少なく、結局教員自身が教材
の準備や作成に多くの時間を割かなければならない。
ただし算数に関しては、2006年から2007年にかけて
WSOYが発行している算数（初等教育用）の教科書
Laskutaito（１年生用から６年生用全12冊）の英語版が
出版されており、Korteponhja校では、Laskutaitoの英
語版を活用して算数の授業を行っているとのことで
あった。
5．2．4 指導法
今回の調査では、４年生の理科の動物に関する単元
の復習のためのCLIL授業と、６年生の宗教学の授業
で十字軍に関する英語のテキストを読むCLIL授業を
観察した。
６年生の授業は宗教と歴史に関する内容であり、授
業の進め方、教材を見ても非常にレベルの高いCLIL
であり、英語母語話者対象の授業との言語的配慮に関
する相違が見て取れなかった。授業構成が英語で教材
を読み、理解することに焦点化されており、アウトプッ
トの活動は行われなかった。中には明らかに教材のレ
ベルが高すぎて、理解できない様子の児童もいた。一
クラス20名の児童が学んでいたが、個別に細やかな指
導は行われていなかったため、６年生のCLIL実践で
は、英語科の授業以上にレベル差が広がるのではない
かという疑問を抱いた。また、英語のレベルだけでは
なく、教科の成績が児童のCLILの取り組みや学習成
果への影響を及ぼすことが予想される。
一方、４年生のCLIL授業は理科で学んだ動物の生
態に関する復習であった。担当者は英語専科の非常勤
講師で、このクラスの実態が十分に把握できていない
こともあり、４年生のクラス担任も学習支援に入って
いた。英語専科の非常勤教員であったためか、動物の
生態に関する教科内容と言語学習支援の仕方のバラン
スがうまくとれていた。絵カード、写真、スペルカー
ド等の教材も児童の関心をひきつけるために有効に用
いられていた。また指示の出し方も、段階が踏まれ、
具体的であり、活動の前には必ず教員がデモンスト
レーションを行う等、授業計画に沿って丁寧に授業が
進められていった。また、聞いて分かれば良い単語、
例えば冬眠（hibernate）等の准専門用語と、覚えて発
音できるようにする単語、例えば燕（swallow）、鹿
（deer）等の具体的な動物の英語名称とを明確に区別
し、暗示的に児童に示していた。そのため、准専門用
語が使用されても児童には不安を感じさせなかったよ
うである。
5．2．5 評価
校長への聞き取りから、CLIL実践校の一番大きな
課題は評価であることがわかった。CLIL実践の教育
成果を明らかにするために毎年英語で教科内容の試験
はしているが、その成績は正式には認められないそう
である。
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基礎学校の初等学校であれば、受験に直接関係がな
いためまだ問題は少ないそうである。しかし、中等教
育でCLILの実践が尻すぼみになってしまうのは、高
等学校卒業認定試験が大きな壁になってしまうとのこ
とであった。
しかしCLIL実践校の教育成果を示すためにも、国
内のインターナショナル・スクールと連携して評価基
準や試験を共有するか、中等学校では国際バカロレア
を取得させるという戦略を考える等の可能性を模索し
ているようであった。
６．まとめにかえて
本研究では、フィンランドにおける英語教育を概観
し、その中でも特にCLILに焦点を当て、教育理念と教
育効果について紹介した。そして、CLIL実践校のカリ
キュラムについての紹介し、その実践課題に着目した。
確かにCLIL実践校は、教員養成、教材開発、評価等、
様々なカリキュラム上の問題を抱えている。しかし、
その教育効果は認められつつあり、着実にフィンラン
ド国内だけではなく、EUを中心としたCLILのネッ
トワークが構築され始めている。
Dalton-Puffer,C.（2008、pp.5-6）はCLILがもた
らす言語教育上の効果として、受動的能力、語彙、形
態、想像力、リスク-テイキング、流暢さ、量、感情／
情緒的な成果を挙げている。これこそが、現段階にお
いて小学校外国語活動に求められる教育成果ではない
だろうか。
確かにCLILを応用するためには様々な課題があ
る。そのために次の課題として、CLIL実践校のカリ
キュラムの比較を行う必要があると考える。また、
CLILを実践している教員のCLILに対するビリー
フを調べることがまず現段階で重要な鍵になるのでは
ないかと考える。CLILの指導法が確立されていない
現時点において、CLILを通して、児童の何が変わる、
あるいは何を変えようとしているのか、CLIL実践教
員のビリーフが教育成果に大きく影響していると言え
るのではないだろうか。そしてそれは日本の小学校外
国語活動にも共通する部分があるのではないだろう
か。
付記
本研究を行うにあたり、財団法人ぐんま国際教育財団から多
大なご支援を得たこと、そして群馬大学大学院教育学研究科山
口陽弘先生から研究に関し、貴重なご助言をいただいたことを
明記し、感謝の意を表したい。
注
１）７歳から15歳までの９年間を義務教育として基礎学校で学
ぶ。基礎学校は、７歳から12歳までは、日本の小学校に相当
する初等教育、13歳から15歳までは日本の中学校に相当する
中等教育からなる。
２）http://www.clilcompendium.com/clilcompendium.htm
（参照2009年４月21日）
３）http://www.stat.fi/（参照2009年10月28日）
４）http://www.oph.fi/english/page.asp?path＝
447,27598,37840,72101,72106（参照2008年８月５日）。
５）平成19年度～平成20年度科学研究費補助金（萌芽研究）「国
語科教育から小学校英語活動への統合的アプローチの開発研
究」（課題番号19652052）研究代表者：群馬大学教育学部教授
清水武雄の調査より。2007年10月７日から10月12日までフィ
ンランドにおける英語教育と国語教育の実態調査として、基
礎学校での授業観察や教員への聞き取り調査等を実施。
６）March, D., Nikula, T., Takala, S., Rohiola, U. and
 
Koivisto, T. (1997). Language Teacher Training and
 
Bilingual Education in Finland.
web.fu-berlin.de/elc/tnp1/SP6NatRepFI.doc
（参照2008年６月20日）。
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